
総 行 女 第 1 0 号 

令和２年３月 17 日 

 

各 都 道 府 県 総 務 部 長 

（人事担当課、市町村担当課、区政課扱い）  

 各 指 定 都 市 総 務 局 長 

（人事担当課扱い） 

 

総務省自治行政局公務員部公務員課 

女性活躍・人材活用推進室長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び障害者の雇用の促進等に関する法律

施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式の一部を改正する件の告示につ

いて 

 

障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び障害者の雇用の促進等に関する法

律施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式の一部を改正する件（令和２年

厚生労働省告示第 68 号）が令和２年３月 10 日に告示されました。 

これを受けて、厚生労働省から各地方公共団体の各機関の任命権者に対し、様式の

改正について通知されるとともに、同省から当省に対して、令和２年３月 10 日付職

発 0310 第 23 号（別紙）により協力依頼がありました。 

つきましては、貴職におかれましても、趣旨を十分ご理解の上、適切に対処いただき

ますようお願いするとともに、貴都道府県内の市区町村等に対してもこの旨周知をお

願いします。 

本通知は、地方公務員法第 59 条（技術的助言）及び地方自治法第 245 条の４（技

術的な助言）に基づくものです。 

なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システムを通じて、

各市町村に対して、本通知についての情報提供を行っていることを申し添えます。 

 

 

 

 

 

 

 

殿 

【連絡先】 

総務省 自治行政局 公務員部 公務員課 

女性活躍・人材活用推進室 原、村松、堀田
ほりた

 

電話：０３―５２５３―５５４６（直通） 



職発０３１０第２３号

令和２年３月 10 日 

総務省自治行政局公務員部長 殿

厚生労働省職業安定局長

（ 公 印 省 略 ）

障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び障害者の雇用の促進等に関する法律施行

規則の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式の一部を改正する件の告示について 

本日、障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び障害者の雇用の促進等に関する

法律施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式の一部を改正する件（令和２年

厚生労働省告示第68号。以下「改正告示」という。）が告示されたところです。 

その内容について、今般、別添により都道府県の各機関に通知いたしました。また、

市区町村の各機関に対しては当省都道府県労働局より通知することとしています。 

つきましては、貴職におかれても上記につき御承知おきいただくとともに、都道府県

及び市区町村に対し、助言・啓発を行っていただくようお願いいたします。 

【別紙】



 

職発０３１０第２２号  
令和２年３月 10 日 

 

各都道府県の各機関の任命権者 殿 
 

厚生労働省職業安定局長 

（ 公 印 省 略 ） 
 

障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び障害者の雇用の促進等に関する法律施行

規則の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式の一部を改正する件の告示について 

 

本日、障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び障害者の雇用の促進等に関する

法律施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定める様式の一部を改正する件（令和２年

厚生労働省告示第68号）が告示されたところである。 

その内容は下記のとおりであるので、趣旨を十分理解の上、適切に取扱いいただくと

ともに、下記内容について、貴都道府県所管の地方独立行政法人に対して周知されたい。 

なお、令和２年６月１日現在の障害者任免状況通報については、別途、各任免権者宛

て依頼する予定である。 

また、別途、貴都道府県の他の各機関の任命権者に対しては当職より、貴都道府県内

の各市区町村の機関に対しては当省都道府県労働局長より、それぞれ同様の通知を送付

していることを申し添える。 
記 

 
第１ 改正の趣旨 

 障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律（令和元年法律第 36 号。

以下「改正法」という。）、障害者の雇用の促進等に関する法律施行令の一部を改正

する政令（令和元年政令第 212 号。以下「改正令」という。）及び障害者の雇用の促

進等に関する法律施行規則の一部を改正する省令（令和２年厚生労働省令第２号。以

下「改正規則」という。）の施行に伴い、障害者の雇用の促進等に関する法律施行令

及び障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則の規定に基づき厚生労働大臣が定め

る様式（昭和 51 年労働省告示第 112 号。以下「様式告示」という。）について必要な

規定の整理を行うもの。 

 

第２ 改正内容 



 

１ 障害者任免状況通報書の改正 

 （１）改正法により、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号。

以下「法」という。）第７条の３第５項の規定に基づき、国及び地方公共団体の

任命権者は、障害者活躍推進計画を作成し、又は変更したときは、遅滞なく、こ

れを公表しなければならないこと、また、同条第６項の規定に基づき、同計画に

基づく取組の実施の状況を公表しなければならないとされたことを踏まえ、様式

告示第２条の規定に基づき定める、国及び地方公共団体の任命権者が厚生労働大

臣に通報することとしている対象障害者である職員の任免に関する状況の様式

（以下「障害者任免状況通報書」という。）において、同計画及びその取組の実

施状況を公表した URL を報告することとする。 

（２）改正法により、法第 78 条第１項の規定に基づき、国及び地方公共団体の任命

権者は障害者雇用推進者を選任しなければならないとされたことを踏まえ、障害

者任免状況通報書において、選任した者の役職名及び氏名を報告することとする。 

（３）改正令の施行に伴い、障害者任免状況通報書における除外職員の規定について

手当てを行う。 

 

２ 基準適合事業主認定申請書の新設 

改正規則の施行に伴い、法第 77 条第１項の認定を受けようとする事業主が都道府

県労働局長に提出することとする申請書を定める。 

 

第３ 適用期日 

令和２年４月１日 

ただし、この告示の適用の際現に存するこの告示による改正前の障害者任免状況通報

書は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 










